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子どもの「暮らし向きの認知」と経験・学年の関連

林　　　祐　輔

1 ．研究目的

　本研究の目的は、子どもの「暮らし向きの認知」
と子どもの経験や学年との関連のいくつかを明ら
かにすることである。
　加藤（2022）は子どもの自尊感情や抑うつに関
連する要因として、所得階層に比べ子どもの「暮
らし向きの認知」がより大きな影響を与えること
を指摘した。暮らし向きについては、大人は自ら
の収入額と支出額を知ることができるため認知し
やすいと考えられるが、子どもが家計状況を知る
機会はほとんどない。そのため、子どもは日常生
活におけるさまざまな経験から、暮らし向きを認
知するものと考えられるが、どのような経験が暮
らし向きと関連するのかを確認した研究は著者が
調べた限りで見当たらない。
　所得階層と暮らし向きの認知の関係については、
同じく加藤（2022）が、低所得層においては学年
が上がるほど暮らし向きを苦しいと認知する子ど
もが増えていたことから、発達することによって
正確に家庭の経済状況を理解できるようになる、
と指摘している。そして、生活の苦しさをより正
確に認知することで、自尊感情や抑うつに影響を
与えている可能性を示した1）。子どもは何らかの
経験に基づいて暮らし向きを認知していると考え
られるが、この研究は子どもの経験のありようが
学年によって異なることも示唆している。
　本研究では子どもの自尊感情や抑うつを直接的
に扱わない。しかし、子どもの「暮らし向きの認
知」と子どもの経験や学年との関連を分析するこ
とで、低所得と子どもの自尊感情や抑うつとの間
に介在しているかもしれない要因を見出すきっか
けになる可能性がある。

2 ．方法

（ 1）分析の方法

　札幌市が行った「平成 28 年度札幌市子ども・
若者生活実態調査」（以下「札幌市調査」という。）
の調査データを用いて二次分析を行った。札幌市
調査の枠組みや調査票、実施方法等は北海道大学
大学院教育学研究院の「子どもの生活実態調査」
研究班と、北海道、札幌市が共同で検討し、三者
の協働・連携のもとで 2016 年 10 月～11 月に実
施された2）。
　調査方法は、自記式無記名のアンケートであり、
同一世帯の保護者と子どもからの回答を得ている
ため、保護者の回答と子どもの回答をマッチング
させることができる。調査対象となる子どもの学
年（年齢）は決められており、おおよそ 3 歳間隔

（ 2 歳、 5 歳、小学 2 年、小学 5 年、中学 2 年、
高校 2 年）となっている。調査票は保護者用（以
下「保護者票」という。）と子ども用（以下「子
ども票」という。）があり、子ども票は小学 5 年
生以降の学年のみで用意されており、学年によっ
ても項目が異なっている。本研究では、子ども票
によって暮らし向きの認知を確認することができ
る小学 5 年、中学 2 年、高校 2 年のデータを分析
対象とする。
（ 2）子どもの「暮らし向きの認知」

　子どもの「暮らし向きの認知」は、子ども票の
以下の問への回答によって測定した。

問　�経済的に（お金に関して）は、あなたの家
の暮らしは、次のどれにあたると思います
か。あてはまる番号に〇をつけてください。

1 　大変苦しい　　　　 2 　やや苦しい
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3 　ふつう　　　　　　 4 　ややゆとりがある
5 　大変ゆとりがある　 6 　わからない

　本研究における分析では、「苦しい群」「ふつう
群」「ゆとり群」の 3 群に分けた。「苦しい群」は

「大変苦しい」「やや苦しい」と回答したグループ、
「ふつう群」は「ふつう」と回答したグループ、「ゆ
とり群」は「ややゆとりがある」「大変ゆとりが
ある」と回答したグループを指す。これら 3 群に
よってまとめているデータについては、「わから
ない」と回答した件数は除外している。
（ 3）所得階層区分

　国民生活基礎調査の所得五分位階級ごとの平均
所得と平均可処分所得の情報をもとに可処分所得
の推計を行った上で、保護者票によって得られた
世帯収入（税込）のデータを用いて、所得階層区
分を行なった。ここでいう低所得層Ⅰは「貧困率
を算出する際の相対的貧困線未満世帯と同等の所
得水準にあると推計される世帯」（松本、2022）
である。

3 ．暮らし向きの認知と子どもの経験

（ 1）保護者票から得られたデータとの関連

　保護者票から子どもの経験そのものを調べるこ
とはできないが、子どもの経験に関係する項目が
あることから、それらの項目と暮らし向きの認知
の関連をみていく。
　まず、必要な時に医療機関を受診させることが
できなかった経験（以下「受診抑制」という。）

との関連を確認する。保護者の回答で受診抑制が
みられた割合を、暮らし向きの認知ごとにまとめ
た（表 1 ）。各学年において、カイ二乗検定によっ
て独立性の検定を行ったところ、暮らし向きの認
知と受診抑制には関連がみられた（小学 5 年：
χ2(2)＝12.27, p＜.01、中学 2 年：χ2(2)＝6.03, p
＜.05、高校 2 年：χ2(2)＝8.74, p＜.05）。すべて
の学年の苦しい群で受診抑制が多くみられていた。
　次に、保護者が過去 1 年で経済的な理由により、

「家族が必要とする食料を買えなかった経験」が
ある割合を表 2 にまとめ、「冬に暖房を使えなかっ
た経験」がある割合を表 3 にまとめた。ここでは、

「まったくなかった」の回答を「なし」とし、「よ
くあった」「ときどきあった」「まれにあった」を
まとめて「あり」とした。カイ二乗検定によって
独立性の検定を行ったところ、どの学年において
も苦しい群がふつう群、ゆとり群よりも、家族が
必要とする食料を買えなかった経験をしている割
合が高かった（小学 5 年：χ2(2)＝39.77, p＜.01、
中学 2 年：χ2(2)＝18.01, p＜.01、高校 2 年：χ2(2)
＝48.16, p＜.01）。また、冬に暖房を使えなかった
経験についても似たような結果となっており、す
べての学年において苦しい群がふつう群、ゆとり
群よりも、冬に暖房を使えなかった経験をしてい
る割合が高かった（小学 5 年：χ2(2)＝32.58, p
＜.01、中学 2 年：χ2(2)＝7.18, p＜.05、高校 2 年：
χ2(2)＝31.90, p＜.01）。
　「旅行・キャンプ」との関連を確認するために、
暮らし向きの認知とのクロス表を表 4 に示す。各

表 1 　各学年における暮らし向きの認知と受診抑制の有無（上段：度数、下段：割合）

小学 5 年 中学 2 年 高校 2 年
あり なし 計 あり なし 計 あり なし 計

苦しい群 31
34.8％

58
65.2％

89 23
31.9％

49
68.1％

72 50
24.5％

154
75.5％

204

ふつう群 82
20.1％

325
79.9％

407 39
19.1％

165
80.9％

204 62
16.1％

323
83.9％

385

ゆとり群 31
16.8％

153
83.2％

184 14
17.7％

65
82.3％

79 20
13.6％

127
86.4％

147

合計 144
21.2％

536
78.8％

680 76
21.4％

279
78.6％

355 132
17.9％

604
82.1％

736
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表 2 　各学年における暮らし向きの認知と食料を買えなかった経験の有無（上段：度数、下段：割合）

小学 5 年 中学 2 年 高校 2 年
あり なし 計 あり なし 計 あり なし 計

苦しい群 33
37.5％

55
62.5％

88 23
32.4％

48
67.6％

71 58
29.0％

142
71.0％

200

ふつう群 66
16.3％

339
83.7％

405 30
14.8％

173
85.2％

203 44
11.8％

329
88.2％

373

ゆとり群 13
7.1％

170
92.9％

183 6
7.5％

74
92.5％

80 5
3.4％

140
96.6％

145

合計 112
16.6％

564
83.4％

676 59
16.7％

295
83.3％

354 107
14.9％

611
85.1％

718

表 3 　各学年における暮らし向きの認知と冬に暖房を使えなかった経験の有無（上段：度数、下段：割合）

小学 5 年 中学 2 年 高校 2 年
あり なし 計 あり なし 計 あり なし 計

苦しい群 20
23.0％

67
77.0％

87 12
17.4％

57
82.6％

69 27
13.5％

173
86.5％

200

ふつう群 26
6.5％

376
93.5％

402 14
6.9％

189
93.1％

203 13
3.5％

360
96.5％

373

ゆとり群 7
3.8％

176
96.2％

183 6
7.5％

74
92.5％

80 1
0.7％

144
99.3％

145

合計 53
7.9％

619
92.1％

672 32
9.1％

320
90.9％

352 41
5.7％

677
94.3％

718

学年でカイ二乗検定によって独立性の検定を行っ
たところ、暮らし向きの認知と旅行・キャンプの
経験の間には関連がみられた（小学 5 年：χ2(2)
＝24.43, p＜.01、中学 2 年：χ2(2)＝13.35, p＜.01）。
苦しい群では旅行・キャンプに家族で行かなかっ
た子どもが多く、ゆとり群では行った子どもが多
いことがわかる。
　以上の結果をまとめると、学年に関係なく、受

診したいときに受診できない経験や必要な食料を
買ってもらえない経験、冬に暖房を使えない経験、
家族で旅行やキャンプに行った経験がないこと
は、暮らし向きを“苦しい”と認知しやすくする
と考えられる。
　つづいて、「塾・習い事」との関連を確認する
ために、暮らし向きの認知とのクロス表を表 5 に
示す。各学年でカイ二乗検定によって独立性の検

表４　各学年における暮らし向きの認知と旅行・キャンプの経験（上段：度数、下段：割合）

小学５年 中学２年
行った 行かなかった 計 行った 行かなかった 計

苦しい群 53
58.9％

37
41.1％

90 33
46.5％

38
53.5％

71

ふつう群 308
75.7％

99
24.3％

407 130
64.0％

73
36.0％

203

ゆとり群 158
85.9％

26
14.1％

184 60
75.0％

20
25.0％

80

合計 519
76.2％

162
23.8％

681 223
63.0％

131
37.0％

354
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定を行ったところ、小学 5 年と中学 2 年の両方に
おいて暮らし向きの認知と「塾・習い事」には関
連がみられた（小学 5 年：χ2(2)＝8.89, p＜.05、
中 学 2 年：χ2(2)＝25.49, p＜.01）。 残 差 分 析 を
行ったところ、小学校 5 年生ではゆとり群で「行っ
ている」と回答した保護者が多く、中学校 2 年生
においても同様の結果が見られた。加えて、中学
校 2 年では苦しい群で「行っていない」と回答し
た保護者が多かった。小学 5 年のときには、暮ら
し向きが苦しいと認知することと塾や習い事に
通っているかは関連しないようだが、中学 2 年に
なると関連するようになると考えられる。このよ
うに、学年によって暮らし向きの認知に影響する
要因が変わることがあることが確認できる。
（ 2）子ども票から得られたデータとの関連

　子ども自身が回答をしている子ども票から、子
どもの経験に関する項目をピックアップし、それ
らの項目と暮らし向きの認知の関連をみていく。
　「放課後、日常的に一人ですごす経験」との関
連では、平日の放課後に「一人でいる」という項
目に「よくある」という回答をした子どもの割合
を算出し、暮らし向きの認知ごとに図 1 にまとめ
た。どの学年においても、放課後に一人でいるこ
とが多い子どもの割合は、苦しい群→ふつう群→
ゆとり群の順で高く、日常的に放課後に一人です
ごす経験は暮らし向きを苦しいと認知することと
重なりやすいと言える。
　放課後に一人ですごすということは、中学以降
においては部活動に参加していないことでもあ

る。そこで、「金銭的な事情で部活動に参加しない
こと」と暮らし向きの認知の関連について確認し
た（表 6 ）。中学 2 年と高校 2 年の両方において、苦
しい群で「まああてはまる」もしくは「非常にあて
はまる」と回答した子どもの割合が他の群よりも
高く、高校 2 年で特にその割合が高かった。金銭的
な事情によって部活動に参加できない経験は、暮
らし向きを苦しいと認知することと関連している。
　次に、「いじめを受けた経験」との関連を確認
する。過去 1 か月間で 1 回以上いじめを受けた経
験がある子どもの割合を、暮らし向きの認知ごと
に示す（図 2-1～図 2-3）。暮らし向きの認知の各
群の差に着目すると、小学 5 年ではどのパターン
のいじめについても苦しい群の経験率が他の群よ
りも高いことがわかる。中学 2 年と高校 2 年でも
同様の傾向が見られたが小学 5 年ほどの差はな
かったことから、小学 5 年においてはいじめを受
ける経験が暮らし向きの認知により影響しやすい
可能性がある。

表 5 　各学年における暮らし向きの認知と塾・習い事（上段：度数、下段：割合）

小学 5 年 中学 2 年

行っている 行っていない 計 行っている 行っていない 計

苦しい群 68
76.4％

21
23.6％

89 30
41.7％

42
58.3％

72

ふつう群 323
79.4％

84
20.6％

407 141
69.5％

62
30.5％

203

ゆとり群 163
88.6％

21
11.4％

184 62
78.5％

17
21.5％

79

合計 554
81.5％

126
18.5％

680 233
65.8％

121
34.2％

354

18.8 
20.8 

33.3 

12.0 
14.7 

24.2 

9.4 
12.4 

21.6 

0

10

20

30

40

小学５年 中学２年 高校２年

苦しい群 ふつう群 ゆとり群

図 1 　放課後に一人でいることが「よくある」割合
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　最後に、「進学希望」との関連を確認するため
に、暮らし向きの認知とのクロス表を表 7-1～表
7-3 に示す。進学希望は経験とは言えないが、進学
希望が決まるまでには学力や金銭面などを踏まえ
て親子で話し合う経験が背景にあることを想定
し、関連を確認する。学年が上がるにつれて、「まだ
わからない」という回答が減っていることがわか
る。これは、中学 2 年までは受験がまだ先だと感
じている子どもが多い一方で、高校 2 年は既に一
度受験を経験し、将来のことについても現実的に
考える機会が増えている可能性が考えられる。高
校 2 年のデータ（表 7-3）では、苦しい群では「高校
まで」が多く、大学以上の進学を希望する子どもの

表 6 　各学年における暮らし向きの認知と金銭的事情による部活動の不参加（上段：度数、下段：割合）

まったくあて
はまらない

あまりあては
まらない

どちらとも
いえない

まああては
まる

非常にあて
はまる 合計

中
学
2
年

苦しい群 13
48.15％

5
18.52％

5
18.52％

0
0.00％

4
14.81％

27

ふつう群 54
72.97％

7
9.46％

9
12.16％

3
4.05％

1
1.35％

74

ゆとり群 22
68.75％

6
18.75％

1
3.13％

3
9.38％

0
0.00％

32

合計 89
66.92％

18
12.30％

15
12.90％

6
4.30％

5
4.90％

133

高
校
2
年

苦しい群 33
44.00％

7
9.33％

5
6.67％

16
21.33％

14
18.67％

75

ふつう群 72
59.50％

16
13.22％

20
16.53％

7
5.79％

6
4.96％

121

ゆとり群 42
87.50％

2
4.17％

1
2.08％

1
2.08％

2
4.17％

48

合計 147
60.25％

25
10.25％

26
10.66％

24
9.84％

22
9.02％

244

32.7%
34.7%

40.6%

5.1%

16.1%
13.1%

19.3%

2.3%

14.6%
11.6%

18.2%

1.0%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

仲間はずれ・無視 暴力 直接の悪口 スマホなどで嫌なこと

苦しい群 ふつう群 ゆとり群

18.3%

9.6%

24.0%

7.7%

12.3%

5.6%

10.9%

6.4%

13.6%

8.2%

20.9%

2.7%

0%

10%

20%

30%

仲間はずれ・無視 暴力 直接の悪口 スマホなどで嫌なこと

苦しい群 ふつう群 ゆとり群

10.8%

5.9%

11.7%

8.1%

5.3%

2.3%

4.9%

2.8%

8.0%

4.3%

8.6%

6.8%

0%

5%

10%

15%

仲間はずれ・無視 暴力 直接の悪口 スマホなどで嫌なこと

苦しい群 ふつう群 ゆとり群

図 2-1　�小学 5 年における暮らし向きの認知ごと
のいじめを受けた経験率

図 2-2　�中学 2 年における暮らし向きの認知ごと
のいじめを受けた経験率

図 2-3　�高校 2 年における暮らし向きの認知ごと
のいじめを受けた経験率

割合は低かったが、ふつう群とゆとり群では苦し
い群に比べて大学以上の進学希望が高かった。暮
らし向きの認知は進学希望と関連しており、学年
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が上がるほど、その関連は強くなると考えられる。

4 ．所得階層と暮らし向きの認知

　ここまでは、子どもは家計状況を知る機会が少
ないことから、所得階層と子どもの「暮らし向き
の認知」は直結せず、様々な経験を通じて子ども
が暮らし向きを認知していると仮定し、分析を進
めてきた。しかし、加藤（2022）が指摘している

とおり、学年が上がると正確に家庭の経済状況を
理解できるようになると考えられる。
　そこでまずは、各学年における暮らし向きの認
知と所得階層の関連を表 8-1～8-3 にまとめた。
各クロス表について、カイ二乗検定によって独立
性の検定を行ったところ、いずれも暮らし向きの
認知と所得階層は関連していた（小学 5 年：
χ2(8)＝47.92, p＜.01、中学 2 年：χ2(8)＝51.35, 

表 7-3　高校 2 年における暮らし向きの認知と進学希望（上段：度数、下段：割合）

高校まで 短大・高等専門学
校・専門学校まで 大学まで 大学院まで まだわからない 合計

苦しい群 26
11.6％

40
17.9％

124
55.4％

17
7.6％

17
7.6％

224

ふつう群 24
5.5％

70
16.2％

292
67.4％

17
3.9％

30
6.9％

433

ゆとり群 4
2.4％

14
8.5％

108
65.9％

22
13.4％

16
9.8％

164

合計 54
6.6％

124
15.1％

524
63.8％

56
6.8％

63
7.7％

821

表 7-1　小学 5 年における暮らし向きの認知と進学希望（上段：度数、下段：割合）

中学まで 高校まで 短大・高等専門学
校・専門学校まで

大学または
それ以上 まだわからない 合計

苦しい群 1
1.0％

11
10.9％

21
20.8％

39
38.6％

29
28.7％

101

ふつう群 4
0.9％

55
12.5％

72
16.4％

177
40.3％

131
29.8％

439

ゆとり群 1
0.5％

17
8.5％

31
15.5％

96
48.0％

55
27.5％

200

合計 6
0.8％

83
11.2％

124
16.8％

312
42.2％

215
29.1％

740

表 7-2　中学 2 年における暮らし向きの認知と進学希望（上段：度数、下段：割合）

中学まで 高校まで 短大・高等専門学
校・専門学校まで

大学または
それ以上 まだわからない 合計

苦しい群 1
1.0％

16
15.4％

24
23.1％

31
29.8％

32
30.8％

104

ふつう群 0
0.0％

28
9.8％

66
23.0％

129
44.9％

64
22.3％

287

ゆとり群 1
0.9％

11
9.9％

17
15.3％

58
52.3％

24
21.6％

111

合計 2
0.4％

55
11.0％

107
21.3％

218
43.4％

120
23.9％

502
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表 8-1　小学 5 年における暮らし向きの認知と所得階層（上段：度数、中段：行比率、下段：列比率）

低所得層Ⅰ 低所得層Ⅱ 中間所得層Ⅰ 中間所得層Ⅱ 上位所得層 合計

苦しい群
14

20.6％
29.8％

20
29.4％
23.3％

13
19.1％
13.5％

12
17.6％
8.6％

9
13.2％
8.2％

68
100.0％
14.2％

ふつう群
25

9.0％
53.2％

51
18.3％
59.3％

65
23.4％
67.7％

88
31.7％
62.9％

49
17.6％
44.5％

278
100.0％
58.0％

ゆとり群
8

6.0％
17.0％

15
11.3％
17.4％

18
13.5％
18.8％

40
30.1％
28.6％

52
39.1％
47.3％

133
100.0％
27.8％

合計
47

9.8％
100.0％

86
18.0％

100.0％

96
20.0％

100.0％

140
29.2％

100.0％

110
23.0％

100.0％

479
100.0％
100.0％

表 8-2　中学 2 年における暮らし向きの認知と所得階層（上段：度数、中段：行比率、下段：列比率）

低所得層Ⅰ 低所得層Ⅱ 中間所得層Ⅰ 中間所得層Ⅱ 上位所得層 合計

苦しい群
14

28.0％
58.3％

15
30.0％
26.3％

10
20.0％
20.8％

7
14.0％
10.6％

4
8.0％
6.2％

50
100.0％
19.2％

ふつう群
7

4.7％
29.2％

34
23.0％
59.6％

34
23.0％
70.8％

38
25.7％
57.6％

35
23.6％
53.8％

148
100.0％
56.9％

ゆとり群
3

4.8％
12.5％

8
12.9％
14.0％

4
6.5％
8.3％

21
33.9％
31.8％

26
41.9％
40.0％

62
100.0％
23.8％

合計
24

9.2％
100.0％

57
21.9％

100.0％

48
18.5％

100.0％

66
25.4％

100.0％

65
25.0％

100.0％

260
100.0％
100.0％

表 8-3　高校 2 年における暮らし向きの認知と所得階層（上段：度数、中段：行比率、下段：列比率）

低所得層Ⅰ 低所得層Ⅱ 中間所得層Ⅰ 中間所得層Ⅱ 上位所得層 合計

苦しい群
30

19.7％
62.5％

38
25.0％
52.8％

32
21.1％
27.1％

36
23.7％
24.7％

16
10.5％
10.3％

152
100.0％
28.1％

ふつう群
16

5.8％
33.3％

29
10.6％
40.3％

71
25.9％
60.2％

75
27.4％
51.4％

83
30.3％
53.2％

274
100.0％
50.7％

ゆとり群
2

1.8％
4.2％

5
4.4％
6.9％

15
13.2％
12.7％

35
30.7％
24.0％

57
50.0％
36.5％

114
100.0％
21.1％

合計
48

8.9％
100.0％

72
13.3％

100.0％

118
21.9％

100.0％

146
27.0％

100.0％

156
28.9％

100.0％

540
100.0％
100.0％

p＜.01、高校 2 年：χ2(8)＝96.21, p＜.01）。
　低所得層Ⅰの苦しい群の列比率に注目すると、
小学 5 年で 29.8％、中学 2 年で 58.3％、高校 2 年
62.5％と学年が上がるにつれて高くなっていた。

この結果は、加藤（2022）と同様の結果であり、
学年が上がり正確に家庭の経済状況を理解できる
ようになったと言える。
　一方で、各学年の苦しい群の所得階層分布に着
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目すると、低所得層Ⅰは小学 5 年で 20.6％、中学
2 年で 28.0％、高校 2 年で 19.7％となっており、
学年が上がるにつれて高くなっているわけではな
かった。また、苦しい群で中間所得層Ⅰ以上の所
得 階 層 に 分 布 し て い た 割 合 は、 小 学 5 年 で
50.0％、中学 2 年で 42.0％、高校 2 年で 55.3％と
なっていたことから、学年に関係なく暮らし向き
を苦しいと認知している子どもの半数前後が、中
間所得層以上の世帯で暮らしていることがわか
る。これらの点に注目をすると、学年が上がって
も正確に家庭の経済状況を理解できるようになっ
たとは言えない。
　以上の結果をまとめる。低所得層Ⅰのように相
対的貧困線未満の世帯と同等の所得水準にあると
推計される世帯で暮らす子どもは、学年が上がる
と世帯の経済状況の苦しさを正確に理解できるよ
うになると言えるものの、暮らし向きを苦しいと
認知している子どもを分母とした場合には学年が
上がっても家庭の経済状況を正しく捉えられるよ
うにならないと言える。家庭の経済状況の苦しさ
は学年が上がると正確に認識されやすいが、暮ら
し向きが苦しいと認知することは所得階層を必ず
しも反映するものではなく、所得以外の要因も関
係しているのだろう。その要因の 1 つが先述した
子どもの経験であると考えられる。
　丸山（2020）は女性の貧困をより明らかにする
ために、「夫が一定以上の所得を得ていたとして
も，世帯のなかでお金が不平等に配分されている
ために，妻（や子ども）だけが貧困に陥ること」
を“世帯内に隠れた貧困”として捉えている。所
得があっても、暮らし向きが苦しいと認知する子
どもは、世帯内で資源が平等に配分されていない
ために「苦しい」と感じている可能性がある。
　また、学年が上がるということは、ほとんどの
場合、認知機能も高くなるということであり、自
分や自分の家庭と他の子ども・家庭との比較も
様々な側面から捉えられるようになると考えられ
る。また、ネットワークも広がり知り合いも増え
る可能性が高い。子どもが他者との比較を手がか
りに暮らし向きを認知することもありうるため、

欲しいけど買ってもらえない物を持っている同年
代の子どもの存在などを知ることなどによって、
自分の家庭の経済状況が苦しいと認知することも
考えられる。

5 ．まとめ

　本研究の目的は、子どもの「暮らし向きの認知」
と子どもの経験や学年との関連のいくつかを明ら
かにすることだった。
　子どもの経験との関連については、受診したい
ときに受診できない経験、必要な食料を買っても
らえない経験、冬に暖房を使えない経験、家族で
旅行やキャンプに行った経験がないこと、日常的
に放課後に一人ですごす経験、は暮らし向きが苦
しいと認知することと関連があった。
　また、学年ごとに暮らし向きの認知と関連する
経験は異なり、いじめを受けた経験は、どの学年
でも暮らし向きの認知と関連があるものの、小学
5 年においてより影響しやすい可能性も確認され
た。塾や習い事に通っているかどうかは、小学 5
年のときには暮らし向きが苦しいと認知すること
に関連しないが、中学 2 年になると関連するよう
になることがわかり、金銭的な事情によって部活
動に参加できない経験は特に高校 2 年で大きく影
響することも確認された。暮らし向きを苦しいと
認知している高校 2 年は大学以上の進学を希望す
る割合が比較的低いこともわかったことから、子
どもが進路希望を考えるにあたり金銭面について
も考えている可能性がある。
　以上のように、子どもたちは様々な経験を通し
て、自分が生活する家庭の経済状況の苦しさを認
知している。暮らし向きの認知が自尊感情や抑う
つと関連することを発端に本研究を進めてきた
が、関連が見つかった経験をしていれば自尊感情
や抑うつに影響を及ぼすことも想像できる。
　イギリスの貧困研究者として著名な Lister

（2021＝2023）は、物質的な面での貧困の現れと
ともに非物質的な面での貧困の現れに着目するこ
とによって、「問題への視点は貧困を不利で不安
定な経済状態としてだけでなく、屈辱的で人々を
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蝕むような社会関係としても理解することへと変
化する」とし、「貧困に関する心理的風景の中心
に横たわるのは、社会的な苦しみである」と述べ
ている。貧困は個人の社会関係や心にも影響を与
える。個人の視点から物質的・非物質的側面につ
いて考えることが重要だと言える。
　大澤（2023）は子ども個人の視点から貧困問題
の理解を深めようとする立場から「貧困は世帯を
単位に把握・検討されることが基本だが、その経
験は個別的な問題である」と述べている。また、

「特に家族のなかにある子どもが、貧困状態の生
活におかれることでどのような影響を受けるの
か、その不利と困難は子どもにとってどのように
現れるのか、それは世帯を単位にしていると容易
に見えてこない。また、貧困のなかにある生活を
子どもがどのように認識し、子どもにとってどの
ような意味があるのかは、子どもを主体にして子
どもの視点から理解する必要がある。」と指摘し
ている。子どもを主体性のある個人として尊重し、
子どもの視点から貧困のなかにある生活を捉えよ
うとすることで、貧困が子どもに与える不利と困
難が見えてくる。
　子どもの貧困対策として、子どもの心理面への
影響を考える時には、暮らし向きが苦しいと認知
することと関連しうる経験を回避することができ
るような政策も有効だと考えられる。例えば、現
在様々な自治体が進めている子どもの医療費の助
成の拡大は受診抑制から子どもを守る可能性を高
めるし、大学の無償化は進学の選択肢を広げるか
もしれない。所得保障を中心としながら、子ども
の経験を保障する政策を進めることは、暮らし向
きが苦しいと認知する子どもを減らし、自尊感情
の低下や抑うつ傾向の高まりを防ぎとめる可能性
がある。
　また、本研究では、所得階層と暮らし向きの認
知の関連についても確認した。低所得世帯で暮ら
す子どもは、学年が上がるにつれて世帯の経済状
況の苦しさを正確に理解できるようになっていた
ことから、加藤（2022）が指摘しているとおり、
発達することによって正確に家庭の苦しい経済状

況を認知するようになり、自尊感情や抑うつに影
響を与えていると言える。一方で、暮らし向きを
苦しいと認知している子どもを分母とした場合に
は、学年が上がっても家庭の経済状況を正しく捉
えられるわけではないこともわかった。子どもの

「暮らし向きの認知」は所得階層を必ずしも反映
するものではなく、子どもの経験など所得以外の
要因も大きく関係していると考えられる。その他
にも、今回の結果は“世帯内に隠れた貧困”があ
ることや、所得ではなく周囲との生活の比較に
よって暮らし向きが認知されていることを示唆し
ている。
　暮らし向きの認知という切り口は、非物質的な
面での貧困の現れ（Lister（2021＝2023））を捉
えることや、貧困を個人の経験から考えるという
点では役立つ視点だと言える。しかし、貧困と関
連させて論じるためには、例えば低所得世帯だけ
に絞って所得－暮らし向きの認知－自尊感情・抑
うつの関連を詳細に分析するなど、より細かな分
析が必要である。また、子どもの「暮らし向きの
認知」が何を表しているのかを明らかにすること
や、貧困がもたらす社会的な苦しみを理解するこ
とに役立つ概念であるかを明らかにすることなど
も課題である。

注
1 ）発達することで正確に家庭の経済状況を理解す

るという指摘は低所得層に限ったデータに基づい

ているが、自尊感情や抑うつと子どもの「暮らし

向きの認知」の関連を確認した時に用いられたデー

タは低所得層に限ったものではない。

2 ）札幌市調査の詳細については松本（2022）を参

照のこと。
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